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は じ め に 

 

 

 平成 12 年４月に公表された「飼料増産推進計画」においては、土地基

盤に立脚した大家畜畜産経営確立のための飼料自給率向上を図ること

が大きな課題となっている。特に稲作栽培技術の応用が可能な転作作物

で、栄養価も牧草サイレージと同程度の稲発酵粗飼料は、夏場に雨の多

いわが国の気象条件や湿田に適応した飼料作物として、水田農業の振興

と自給飼料基盤の拡大に有効な作物として位置づけられ、その生産・利

用の大幅な拡大が期待されているところである。 

 また、稲わら等輸入粗飼料については、海外からの悪性疾病の進入を

防止する観点から、輸入稲わら等の国産稲わらへの転換が大きな課題と

なっている。 

 このような中、稲発酵粗飼料の生産・利用と国産稲わらの確保は、耕

畜連携の強化を図ることを通じ、わが国の資源の循環や持続性の高い農

業生産方式の構築に大きく寄与するものと考えられる。 

 以上のような情勢を背景に、平成１４年度に当協会は（財）全国競馬・

畜産振興会から３ヵ年の助成を受け、「飼料作物利用拡大推進緊急対策事

業を実施してきたが、当該事業の一環として本書は、稲発酵粗飼料の生

産・利用及び国産稲わらの確保に関し、地方農政局等を通じて道県から

紹介を受けた優良地区について地元関係者の方々にご執筆を依頼してそ

の事例を取りまとめ、「平成１６年度版稲発酵粗飼料等優良事例集」とし

て編集したものである。 

本優良事例集が耕種・畜産農家の方々をはじめ、普及関係者等の方々

のご参考になれば幸甚であります。 

 最後に、本優良事例集をまとめるに当たり、お世話になりました各地

方農政局及び道県の皆様方にお礼申し上げるとともに、お忙しい中、調

査の実施とご丁寧にご執筆をいただきました調査者の皆様方には心から

感謝申し上げます。 

 

平成１７年３月 

   

                社団法人日本草地畜産種子協会 
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第Ⅰ章 福島県喜多方市太田地区太田水田高度利用組合 

 

１ 地区名(位置図) 喜多方市関柴町太田地区 

                   （太田水田高度利用組合） 

２ 調査者  会津農林事務所喜多方農業普及所       

技術経営グループ 生沼英之 

 

３ 地域の概要 

喜多方市は、福島県の北西部に位置し、人口は

約 36,000 人であり、北側を山形県、西側を新潟県

と接し、東西が約 50km、南北が約 30km にわたる７

市町村からなる喜多方地域の中心にある。気候は、盆地特有の内陸型で、夏は高温多照で

気温の日較差が大きく、冬は日本海側の気候となり積雪が多い。 

   総農家数は 2,122 戸で、販売農家の農業就業者数は 1,872 人であるが、担い手の高齢化

と婦女子化が進んだ就農構造となっている。 

 総耕地面積は 4,140ha で、耕地面積の 86％を水田が占めている。平成 14 年度の農業産

出額は 637 千万円で、そのうち米の産出額は 73％を占め、米への依存度は高いが、生産調

整の強化と米価低迷のなかで野菜や畜産の産出額が微増傾向にあり、生産構造の変化が徐

々に進行している。 

野菜は 91 千万円で全体の 14.3％占め、県全体の約６割のシェアを持つアスパラガスを

はじめとして、夏秋トマト、夏秋キュウリ、ミニトマトの産地が形成されている。 

畜産は肥育牛（560 頭、24 戸）を中心に繁殖牛（188 頭、36 戸）、乳用牛（223 頭、６

戸）などが飼養されており、45千万円の産出額があげられている。稲発酵粗飼料の生産は

この事例も含め４箇所の取組みがあり、16.8ha の生産を行っている。 

 

４ 稲発酵粗飼料の取組経緯 

 （１）なぜ、稲発酵粗飼料に取り組むことにしたのか 

平成９年度より担い手育成型のほ場整備事業が実施され、平成１２年度まで面工事

が行われており、工事分の面積で集落の生産調整が達成されていた。しかし、平成１

２年度で集落内の工事が終了し、平成１３年度からはほぼ全面積作付けが可能となっ

たため、生産調整の実施方法についての検討が行われた。その後、団地化して転作を

実施するために平成１３年２月に太田転作推進組合を基に太田水田高度利用組合が

設立された。 

組合の座談会において普及所から、大豆、ソバ、稲発酵粗飼料用イネの３品目につ

いて、経営収支、団地化のメリット等が提示され検討を行った。 

その結果、新たな設備投資がなく、水田機能を維持したまま実施できる稲発酵粗飼

料用イネの生産を行うこととし、より低コストで栽培が行える直播栽培に取組むこと

とした。しかし、集落内には畜産農家がいなかったため、同じ喜多方市内で自給飼料

生産の向上に努めていた畜産農家との協議により、稲発酵粗飼料用イネの生産管理を

耕種側で、刈取・調製を畜産側で行うこととなった。 
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取り組み当初、稲発酵粗飼料用イネの栽培管理は、太田地区内の担い手が受託し、

作業集積して行っていた。しかし、他人の土地で稲発酵粗飼料用イネを作付している

ためか除草等の栽培管理が粗雑になっており、水田に雑草が繁茂する状況が多く見ら

れ、収穫・調製の際に雑草が混入し、嗜好性の低下を招き飼料価値の低下を引き起こ

していた。 

そのため、平成１５年から稲発酵粗飼料用イネ作付の配分となった組合員自身が栽

培管理を行うように栽培方式の変更を行った。配分となった組合員が稲発酵粗飼料用

イネの栽培管理をできない場合は、太田水田高度利用組合で設定した料金により担い

手へ作業委託を行っている。これにより、平成１６年は水管理、雑草防除が徹底され、

従来よりも良質な稲発酵粗飼料生産のための原料の供給が可能となった。 

 （２）市町村・農業委員会、農協、普及所とのかかわり 

 各関係機関において、土地改良区はほ場整備事業の推進、農協は耕畜連携支援、技

術指導、普及所は耕畜連携支援、組織運営支援、耕種農家の栽培指導、畜産農家の給

与指導と役割分担を明確にした推進体制をとっており、太田水田高度利用組合及び畜

産農家との連携を図った中で稲発酵粗飼料用イネの生産及び発酵粗飼料の活用を行

ってきた。 

 （３）水田の集積の方法 

太田水田高度利用組合において、産地づくり交付金での団地化助成の基準である４

ha 以上の団地形成を前提とした転作ブロックを設定し、組合員へ稲発酵粗飼料用イネ

の作付面積配分を行う。また、特定の組合員に転作の負担が片寄らないように、１年

ごとにブロックローテーションを実施している（４年で一回転するローテーション）。 

しかし、基盤整備実施水田以外では、ほ場の配置的に４ha のブロックが作成できな

い状況にあるため、集落内の基盤整備を行っていないほ場には稲発酵粗飼料用イネの

配分を行っていない。 

稲発酵粗飼料用イネの栽培管理は、組合により作付面積が配分された組合員が行う

ことになっており、担い手への農地集積は行われていない。 

 

５ 生産推進団体の概要 

 （１）代表者・事務局    

    太田水田高度利用組合  代表 鈴木俊彦 

 （２）組織の構成  

    組合員：水稲作付農家２６名 

 （３）機能（決定事項等）  

ア 稲発酵粗飼料用イネの作付面積の配分する(平成 16 年度は８戸に配分した)。 

イ 稲発酵粗飼料用イネ作付により食用イネの作付面積が著しく減少する農家に対 

して、稲発酵粗飼料用イネと食用イネの交換耕作の調整を行う。 

ウ 稲発酵粗飼料用イネの配分となった組合員が、栽培管理をできないため集落内 

の担い手等に作業委託する際の作業委託料金を設定する。 

 

６ 栽培技術体系 
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 （１）品種・播種量（kg/10a）   まなむすめ  4.0kg/10a 
 （２）面積            ８．８ha 
 （３）栽培体系 

表１ 稲発酵粗飼料の栽培体系 

作業名 時期 食用イネの場合 使用機械 備考 

 直播栽培用種子 

 コーティング 

播種数日前 同様 コーティングマシ

ーン 

カルパー粉剤粉

衣 

 直播栽培 ５月２半旬 同様（条播、点播

、散播 ） 

点播機（作業委託） 点播8.8ha 

 除草剤散布 播種後１５日 同様   

 病害虫防除 

 水管理 

落水 

７月２０日 

落水９月10日前

後 

  

 刈り取り 糊熟期  自脱型コンバイン 

（畜産農家） 

 

 拡散・予乾 ８月中～下旬    

 集草・梱包 ８月中～下旬  自走式ロールベー

ラ ・ラッパ 

 

 搬出・運搬 ８月中～下旬  ローダ・２ｔトラッ

ク 

 

 （４）栽培技術（体系）へのコメント 

低コスト・省力化を図るため、直播栽培を導入し、播種作業は他地域の担い手に委

託している。品種はより栽培しやすく収量性の高い「まなむすめ」を選定し、播種後

の除草剤は一発剤を用いた１回除草を行い、追肥は行わなわない。収穫・調製には、

大型機械が水田にはいるため、落水は減数分裂期に当たる７月下旬に行い、徹底して

田面の固化に努める。 

なお、栽培体系は「栽培指針」資料としてまとめられ、各戸に配付されている。 

 

７ 収穫等 

 （１）収量 

表２ 収量 

品種名 作付面積 収量 総収量 水分 乾物収量 

まなむすめ   880 ａ 1,125 g/10a   99  ﾄﾝ  67.7  ％ 303 kg/10a 

１６年の作柄は良かったものの、収穫･調製時に晴天が続かず、ほ場状態が悪い状

態も続き、予乾の不良となり水分含量の高いものとなった。また、土壌混入を防止す

るため、地面から高い位置で集草したため収穫ロスが多く、収量は低くなった。 （２）

貯蔵態様別収穫量 

表３ 貯蔵態様別収穫量 

サイレージの態様 ベールの形状 １ベールの重量kg 総個数(個） 総収量ﾄﾝ 

ラップサイレージ ９０ｃｍロール    ２５０ kg 396 個   99 ﾄﾝ 
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８ 輸送・貯蔵保管方法 

 （１）輸送の実態等 

ほ場でラッピングされたロールベールを小型ローダーで２ｔトラックに積み込み

ほ場から、牛舎周辺の保管場所に畜産農家が運搬する。トラックは１台賃借した上で

合計２台を用いて、ピストン運搬を繰り返し行う。 

 （２）保管場所 

牛舎周辺に２段積みで保管する。牛舎内へのロールベールの移動はロールグラブ付

ローダで運搬する。 

 （３）保管の責任体制 

収穫･調製後すぐにほ場から搬出、輸送するため、牛舎周辺保管場所において畜産

農家が責任を持って管理している。保管場所の地面は土のため、ネズミ、モグラ昆虫

等のロールベーラに対する食害を軽減するため、除草管理が徹底されており、木炭の

散布によるネズミの発生軽減も図っている。 

 

９ 耕種側と畜産側の栽培・収穫調製の態様とその条件 

 （１）態様 

播種から収穫前までの栽培管理は配分された組合員が各自で栽培指針に沿って対

応している。収穫・調製と生産物の運搬は畜産農家が行っている。なお、作付ほ場に

は、収穫後の秋または春に完熟堆肥約１．５ｔを畜産農家が散布し、有機物の還元を

行っている。 

 

 （２）条件 

 

 

 

 

 

 

 

転作配分地権者

（８戸） 

・収穫直前までの 

作業実施 

・生産経費支払い 

   
   
   
   

   

転作団地地権者収支 

               10a当たり 

【収入】 

・産地づくり交付金  45,000円 

・耕畜連携加算     13,000円 

・県単補助            8,000円 

【支出】 

・生産経費      約35,000円 

        生産物の                                                                 

        無償提供              堆肥還元 

 

 

 

 

 

畜産農家 

（１戸） 

・収穫以降の作業 
 実施 

・堆肥生産 

    
   
   
   

   

 

畜産農家収支 

               10a当たり 

【収入】 

・発酵粗飼料給与技術確立助成 

                     10,000円  
【支出】 

・生産経費      約28,000円 
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   ① 産地づくり交付金の交付方法 

     産地づくり交付金は、全額稲発酵粗飼料を作付けした組合員に配分される。  
   ② 地代の取り扱い                       
     地代は払わない。                                        
   ③ 発酵粗飼料給与技術確立助成の配分方法        
     発酵粗飼料給与技術確立助成は、全額畜産農家に配分される。              
   ④ その他の条件                                                       
     稲発酵粗飼料用稲作付ほ場に収穫後、畜産農家が堆肥約１．５ｔを散布する。 

                                                                                
１０ 栽培管理・収穫調製コスト                                                  
表４ １０ａあたりの栽培管理・収穫調製コスト                （単位：円) 

項  目 金  額 備  考 

資材費   9,470 種子代2,000、農薬費2,730、肥料代2,000、酸

素供給剤費2,740 

光熱動力費   1,508 ガソリン代380、軽油代1,128 

農機具費   4,849 償却費4,349、修繕費500 

労働費   7,648 総労働時間9.4時間、1時間：813 

土地改良水利費   7,165 水利費700 

作業委託費   4,452 コーティング費252、播種4,200 

 

栽

培

管

理 

 

 

小  計   35,092  

資材費   1,575 ラップフィルム代1,339、トワイン236   

光熱動力費    692 軽油代 

農機具費          10,721 償却費（コンバイン、ベーラ、ラッパ、ロー

ダ、グラブ） 

労働費    14,400 総労働時間16.0時間、1時間：900 

賃借料      716 トラック 

収

穫

調

製 

小  計    28,105  

合    計    63,197  

栽培管理・収穫調製コストに対するコメント 

収穫調整費の中には、堆肥代及び運搬・散布量は含まれていない。通常堆肥散布を行

う場合には２ｔ当たり 10,000 円で行っており、7,500 円/10a の経費が計上される。 

 

１１ 給与 

 （１）収穫物の給与実態 

表５  収穫物の給与実態                          単位：戸、頭、ｋｇ 

 肥育牛 肉用繁殖牛 肉用繁殖牛 その他の肉用牛 

給与農家数    １戸（一貫経営＊）    
給与頭数  ６５    ３５       
１頭・１日当たり給与量    １    １２   
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＊１産抜き肥育の一貫経営 

    （参考）栄養分析している場合の概要 

① 分析期間 

福島県畜産試験場 

② 分析点数 

    ３点 

③ その他分析についての特記事項 

  東北、北海道の地域基幹研究の一貫として分析が進められており、本分析値

は青森、秋田、福島の共同研究の供試サンプルとして分析された。 

④ 平均的な栄養価 

  栄養価については表６－１、発酵品質については表６－２のとおりである。

平成 16 年においては収穫･調整時に晴天が続かず、予乾の不良で水分含量が高

くなったが、栄養価は平年並みであった。 

 発酵品質においては、収穫調製時にほ場状態が悪く、土壌の混入が見られた

ことから、酪酸発酵により酪酸含量が増加して V スコアが低くなったものの、

嗜好性は維持されており、乾物摂取量に大きな影響は見られていない。 

表６－１ 平均的な栄養価 

乾物中 （％）  刈取り 

ステージ 

水分 

（％）

乾物率 

（％） CP NDF ADF P K Ca Mg 

糊熟期 67.7 32.3 8.7 58.6 37.9 0.23 1.20 0.21 0.18 

 推定による TDN は 53.1％ 

 

表６－２ 平均的な発酵品質 

                    乾物中 （％）  刈取り 

ステージ 

ｐH 

VBN/TN 乳酸 酢酸 プロピオン酸 酪酸 Vスコア 

糊熟期 5.3 6.7 0.11 0.21 0.00 0.16 83.8 

 

（２） 肉用牛 

    ①  給与期間 

      平成 16 年産 平成 16 年 10 月～ 

平成 15 年産  平成 15 年 10 月～平成 16 年 5 月 

    ②  ステージ別給与量（ｋｇ/日） 

            肥育牛：肥育前期から後期にかけて１kg/日の給与している。 

繁殖牛：全期間 12kg/日の給与 

    ③  稲発酵粗飼料を用いた飼料給与例 

                                                    （現物 kg/日） 

肥育牛（前期～後期） 繁殖牛 

稲発酵粗飼料    1.0＞ 稲発酵粗飼料     12.0 

混合飼料   7.0～10.0 配合飼料      1.5 
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イナワラ   1.0～2.0 一般フスマ      1.0 

  イナワラ   不断給与 

肥育牛に関しては、乾物摂取量向上のため給与となっており、現物 1.0kg 以下の

給与となっている。 

 

１２ 耕種・畜産の連携 

（１）耕種・畜産の連携等がなぜ、うまく機能しているのか、今後の課題 

太田水田高度利用組合は水稲の生産調整の一手段として、栽培管理が食用イネと同様

で取り組みやすい稲発酵粗飼料用イネの栽培を行っている。これらの栽培管理を各個人

が実施することで、除草管理や水管理等が丁寧に行われているため、イネ生育の斉一性

が高く維持されており、高品質な稲発酵粗飼料生産に寄与している。 

稲発酵粗飼料用イネの生産はブロックローテーションで行っており、収穫物を無償提

供するため、水田への有機物の供給が乏しくなるが、畜産農家で生産された完熟堆肥を

供給することにより、ほ場整備後の有機物の還元による土作りを行うことが可能となっ

ている。耕種側は土作り、畜産側は堆肥の流通量増加という相互のメリットが活かされ

ており、資源循環型の農業生産体制となっている。 

栽培管理上の課題としては、安全性が確認されているより効果的な除草剤がないこと

から、除草管理を徹底しているにもかかわらず、抵抗性雑草の繁茂も部分的に見られる

ため、安全で効果的な除草剤の登録が望まれる。 

利用上の課題としては、畜産農家の利用している稲発酵粗飼料は乾物ｋｇ単価で５５

円程度と見積もられ、この価格は輸入ストローを購入した場合と比較して２５円程度高

く、さらに収穫調製に係る労働時間の延長につながっていることである。このことから、

現在の給与実証事業の交付金が非常に有効なものとなっており、今後の輸入飼料の価格

動向と給与実証事業の有無が稲発酵粗飼料利用の継続性に対して影響を及ぼすものと

思われる。 
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国 産 稲 わ ら 確 保 優 良 事 例 編 

 



 

          第Ⅰ章 福島県白河市舟田地区白河有機農業研究会 

 

１ 地区名  白河有機農業研究会 （福島県白河市舟田地区） 

 

２ 調査者  福島県県南農林事務所農業普及部 桜井孝、金澤忍 

 

３ 地域の概要 

    白河市は、福島県中通り南部の西白河地方の中心に位置し、南は栃木県那須塩原市に接

している。平均気温は約１２℃、降水量は１，３００mm であり、夏期平均気温は２０～

２４℃で準高冷地の気候を示している。 

  市内には、那須連峰を水源とする阿武隈川をはじめ、谷津田川、泉川、社川、黒川等 が

流れ、これらの河川に沿って市街地と水田が広がっている。農家戸数は１，３４５戸で、

うち専業農家は９１戸である。耕地は標高３００ｍ～４００ｍに分布し、耕地面積は２，

４６０ｈａ、うち水田が１，９４０ｈａで全体の７９％を占める。平成１５年度農業産出

額は３８億円で、うち米が６１％を占める。畜産については肉用牛飼養戸数が最も多く３

０戸で、繁殖雌牛１００頭を含む１，１２０頭が飼養されている。 

   舟田地区の面積は１３４．４ｈａ、うち農用地は１２９．７ｈａであり、水稲を主体と

して、果樹や野菜を組み合わせた複合経営がほとんどである。平成６年度から担い手型ほ

場整備事業が始まり、平成１１年度に大区画の水田を含む１１８ha の面整備が完了し、大

型機械を利用した稲わら収集にも適した地区となっている。 

 

４ 国産わら確保への取組経緯 

   組織結成以前より、隣接する大沼地区を中心に稲わら収集が行われていたが、舟田地区

では実施されていなかった。 

   舟田地区は前述のように稲わら収集に好条件にあったため、稲わら供給先である畜産農

家から、「国産粗飼料増産緊急対策事業」の活用について提案があり、これを契機に既存

の稲わら収集メンバーで事業への取り組みの検討を行った。併せて、地区内の基盤整備事

業の受益者を誘導し、平成１２年度に耕種農家１１戸による稲わら収集組織を結成し、畜

産農家（肉用牛肥育）２戸に供給を開始した。 

 

５ 収集組織の概要 

（１）代表者・事務局 

   白河有機農業研究会 会長 芳賀 昭次 

      事務局は会長宅（所在地 福島県白河市舟田１０７）におく。 

       
（２）組織の構成 

     結成当初、会員は１１名であったが、現在は１８名で取り組んでおり、２戸の畜産農

家に対し、安定的に稲わらの供給を行っている。 

     役員は会長１名、副会長１名、会計１名、監査２名である。 

 

（３）機能（決定事項等）   
    ア 総会を年１回開催し、前年度事業及び会計報告、事業計画などの協議を行う。    

その他研究会の運営に係る協議事項が発生した場合は、随時会議を開催する。 

   イ 有機栽培等に係る研修会を年２回開催する。 

   ウ 稲わら収集については、収集するほ場の確認、日程調整、収集作業の人員配置    

等を会員内で事前に協議する。   
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（４）稲わら収集にかかる経理状況（平成１５年） 

     表－１ 

   【収 入】                                             （単位：千円） 

項   目 金  額 備  考 

稲わら販売  ５０３  

国産粗飼料増産緊急対策事

業 

５，５４６  

合   計 ６，０４９  

 

     【支  出】                                                 （単位：千円） 

項   目 金  額 備  考 

諸材料費 １０３ トワイン他 

人件費 ４４７ オペレータ費 

光熱費 ２７ 軽油 

農機具費 ７５６ ﾏﾆｭｱｽﾌﾟﾚｯﾀﾞ購入 

修繕費 ５８９  

機械等リース料支払い １，２００  

その他 会運営費 １６９ 総会、研究会費等 

合   計 ３，２９１  

 

 

（５）畜産とのかかわり 

  ア 供給先である市内の畜産農家は、研究会から提供される稲わらと自己で作付けす   

る牧草により、粗飼料を１００％自給することが出来るようになった。また、地元で

生産された履歴の明らかな稲わらを利用することにより、消費者により安全で安心で

きる牛肉の供給が可能となった。 

  イ 稲わらは主に、畜産農家で生産される牛ふん堆肥と交換され、稲わら収集ほ場に還

元されることとなり、地域における有機資源循環システムが確立された。 

        以前は堆肥散布作業を畜産農家に依頼していたが、平成１４年に研究会でホイー   

ルローダ、マニュアスプレッダを導入し、会員による散布作業が可能となったため土

づくり対策が向上した。 

６ 収集作業体系 

  表－２ 

作業名 時  期 作業分担 作業機械 備考 

刈取 ９月中旬～10 月下

旬 

耕種農家 コンバイン  

反転・集草 10 月下旬～12 月中

旬 

耕種農家 レーキ  

梱包 10 月下旬～1 月中旬 耕種農家 ロールベーラ  

ロール積み出し 〃 畜産農家 ロールグラブ  

運搬 〃 畜産農家 ロールグラブ 
トラック 

 

保管  畜産農家   
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（１）稲わら収集時期及び作業分担 

   刈り取り、反転・集草、梱包までの作業は、研究会会員が日程調整を行いながら実施

している。収集した稲わらは、ロールの状態でほ場において畜産農家に引き渡しと  なる。 

（２）その他 

      稲わらはほ場で自然乾燥させた後に収集・梱包作業となるが、登熟期の天候や乾燥  

時期の雨等により作業が大幅に遅れる場合がある。 

 

７ 収集面積と収量 

    表－３ 

   年 度     収集面積    収集量 

   平成１２年度        ２０   ha       １００ ｔ 

       １３     ５４        ２２２ 

       １４        ５５       ２７７ 

       １５        ６０       １８１ 

       １６（推定）        ７６       ３５３ 
 

８ 稲わら収集コスト 

    表－４ 稲わら１ｋｇ当たり収集コスト              （単位： 円） 

      項   目      金  額       備  考 

 諸材料費       ０．６  

 人件費       ２．５  

 光熱費       ０．２  

 農機具費       ４．２  

 修繕費       ３．３  

 

 収 
 穫 
 調 
 製 

 機械等リース料支払い       ６．７  

      合   計     １８．３  

 

 

９ 稲わら収集の条件 

  会員のほ場から稲わらを収集するため、総会や随時開催される会議等で了承を得て稲 

わらの収集作業を行う。 

  稲わらは、コンバイン収穫時にカッターで３０ｃｍ前後に切断し、ほ場で一定水分に な

るように乾燥させた後、ロールベーラーで収集し、すべて「国産粗飼料増産緊急対策 事

業」の対象として、畜産農家に提供する。 

  稲わら収集後、畜産農家は１０ａあたり８００kg の堆肥をほ場に還元する。 
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１０ 販売について 

  （１）販売先 

        基本的には、畜産農家との堆肥交換になるため、販売は行わないが、稲わら提供   

農家の意向により堆肥還元を必要とされない場合は畜産農家への販売となる。 

  （２）販売条件 

      ア 価格  ２０円／kg 
   イ 荷姿等 梱包はロールベールとする 

 

１１ その他 

（１）研究会での取り組み 

 ア 稲わらと堆肥の交換が開始されたことにより、特別栽培への意欲が高まり、環境に  

やさしい農業を展開するための研究会独自の研修会等を行い、栽培技術の向上に努めて

いる。 

 イ 従来の施肥体系より施肥窒素を減らした栽培が始まり、会員の中には堆肥に加え発  

酵鶏糞を使用し、化学肥料を用いない稲作栽培も取り組まれ始めた。 

（２）取り組みの成果 

  ア 以前は、労力不足等から稲わらは焼却され、環境上の課題とされてきたが、畜産農  

家との連携により、堆肥として農地に還元されるようになってきた。 

 イ 研究会の活動が契機となり、稲わら収集組織が管内に併せて８組織結成され、資源  

循環型農業への取り組みが拡大した。 

（３）今後の課題 

  ア  現在、有機農業研究会として稲わらの収集・供給作業と、環境にやさしい稲づくり  

の活動を行っているが、収集作業が特定の人に偏るため、収集部門を独立させる。 

 イ 水田に稲わらを入れるようになってから、土がぬかるようになり、大型機械作業に  

問題が出るようになっているため、栽培期間を通じた水管理の方法を検討する。 
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第Ⅱ章 富山県富山市池多地区 
 
１ 地  区  名    富山県富山市池多地区 
 
２ 調  査  者  富山県富山農業改良普及センター 園芸畜産課 畜産班 
 
３ 地域の概要 
 
 富山市は富山県の中央に位置し、北部は富山

湾に面している。地形的には北アルプス山系に

源を発する常願寺川、神通川に挟まれた扇状地

形となっており、市全域にわたり平野部が広が

っている。また、西部は飛騨高原の丘陵山地に

連なる呉羽丘陵が横たわっている。 
 池多畜産のある池多地区は、富山市の西南端

に位置し、南は婦中町と北西部は小杉町に接し

呉羽丘陵の西南端につながっており、平野部で

海抜27ｍ、東南部の山で143ｍであり、面積は

約10k㎡、耕地面積159haのうち水田121ha 図－３ 池多地区位置図 
と稲作に特化している。 

  池多地区の農家戸数は 160 戸で、うち専業農家数は 11 戸、主要作物の第１位は水稲であり、

次に秋冬大根、サツマイモ、スイカ、千石豆等の野菜とリンゴなどの果樹栽培が行われている。

また、畜産農家は肉用牛肥育経営を営む池多畜産１戸のみで、水田面積の約8.3％にあたる10.7ha
の飼料作物を栽培している。 

 
 
表－３  池多地区の農業の動向 
           農家戸数、耕地面積                                   （単位： 戸、ha） 

農  家  数 （戸） 耕 地 面 積 （ha） 
専業 １ 兼 ２ 兼 計 田 畑 樹園地 計 

１戸当り 
耕作面積（ha） 

11 5 109 160 121 30 8 159 0.99 
                                                          平成12年農業センサス 
 
           転作田における作物別作付面積                          （単位： ha、％） 

作  物  作  付  面  積 
転作実施面積 

計 飼 料 作 物 野  菜 果  樹 加 工 米 
43.7 23.8 10.7 7.7 5.2 0.2 

100 54.5 
（100） 

24.5 
（45.0） 

17.6 
（32.4） 

11.9 
（21.8） 

0.5 
（2.1） 

                                                          平成12年農業センサス 
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４ 国産稲わら確保への取組経緯 
  池多畜産は、昭和 40 年に乳雄素牛 10 頭で肉用牛経営を開始し、49 年に 40 頭、55 年には地

域畜産振興事業により肥育牛舎を新設し、200 頭規模に拡大することで経営の安定化を図ってき

た。 
  粗飼料の栽培・自給に関しては、昭和 51 年から転作田を活用した飼料作物栽培を行い、経営

規模拡大とともに飼料作物栽培面積の拡大も行った。55年の経営規模拡大に伴い自家産稲わらだ

けでは不足することから、堆肥との交換条件でコンバイン稲わらの回収を行い、59年には労力の

軽減、経営の安定化のためロールベーラ－を導入したことによって、完全な粗飼料自給が図られ

るようになった。 
  稲わらにおいては、現在、自作稲のほか近隣の耕種農家約20戸、20ha分の稲わらを年間100
ｔ程度を回収しており、年間必要量の60ｔを確保することが可能となった。 

 
５ 収集団体の概要 
（１） 代表者 
         池多畜産 村田信雄 
（２） 機械の装備について 

近隣の肉用牛農家３戸で池多牧草組合（任意組合）を組織し、市単独補助事業で導入し

たトラクター、ロールベーラ－、ラッピングマシン等を共同利用することで、自給粗飼料

の生産並びに稲わら回収等のコスト低減につとめている。 
（３） 機能（決定事項等） 

稲わらを回収するにあたり地域の耕種農家と契約し、回収後には地力増強に必要な量

の堆肥を還元している。 
（４） 団体の稲わら収集に係る経理状況 
         特になし（個人利用のため） 
（５） 稲作農家との関係 

  稲わらとの交換による堆肥の散布で地力の維持増強に努める等、地域循環型農業を推

進している。 
 
６ 収集作業体系 

コンバインで収穫後の稲わらは、回収率向上のためホッパから排出される稲わらの裁断は長め

となるように耕種農家にお願いしている（天候不順のため回収が出来なくなった場合の鋤込みを

考慮し、長わらでの回収は実施していない）。 
  稲わらは、細断や結束をしない状態で水田にて乾燥させ、天候や刈取り後の水田の状態によっ

ては、テッダーで反転し乾燥促進を行っている。回収作業は、トラクター２台での併行作業によ

り行われ、ロータリーレーキでの集草、ロールベーラーによる梱包が連続的に行われ効率の良い

収集作業を行っている。梱包された稲わらは、トラクターにアタッチメントされたロールグラブ

により軽四輪トラックに積込み、稲わら収納庫へ運搬している。 
稲わらを回収する水田は、収納庫まで800ｍ以内と近く、効率の高い運搬作業が行われている。 
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図－６  基本的な作業体系 
 
７ 収集面積と収集量 
 
  表－７ 収集面積と収集量   

収集面積（ha） 収集量（kg／10ａ） 総収集量（ｔ） 
１５ 約４００ 約６０ 

 
 
８ 稲わら収集コスト 
 
  表－８ 稲わら１kgあたり収集コスト                            （単位： 円） 

項  目 金 額   備  考 
資材費   12.24 ロールトワイン等 
動力光熱費    1.05 軽油（トラクター）、ガソリン（軽四輪トラック）等 
農機具費    5.97 減価償却費、修理費、部品費 

収

穫

調

整 労働費    1.25 総労働時間50時間、1,500円／時間 
合  計   20.51  

コメント：農機具費については、市単独補助事業で導入した機械の購入費を圧縮記帳し、飼料作物

栽培延べ面積と稲わら回収面積を按分し算出した。 
 
注）水稲の作付け品種はコシヒカリが主体であるため、稲刈り後の秋の長雨に遭いやすいことや地

域的に湿田が多いため、年によって収集面積、収集量に変動があることから表－７、表－８は

年間必要量である60ｔが確保することが出来た年のデータを記載した。 
 
 
９ 稲わらの利用状況 
 
  表－９ 収集稲わらの利用状況                                  （単位：頭、ｔ） 

肉 用 肥 育 牛  
肉 用 種 交 雑 種       計 

飼養頭数         ５４       １９３        ２４７ 
年間出荷頭数           ８         ９０          ９８ 
利用数量     １３．１     ４６．９          ６０ 

稲わら収納庫

（ 保管 ） 
軽四トラック

（ 運搬 ） 
ロールグラブ

（ 積込 ） 

ロールベーラー

（ 梱包 ） 
ロータリーレーキ

（ 集草 ） 
テッダー

（ 反転 ） 
コンバイン 
（ 収穫 ） 
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10 集団等構成員に対する供給条件（価格等） 

 
自家利用目的のため、他の肉用牛農家には供給していない。 

 
 
11 稲作農家から稲わらを収集する場合の条件 
   
 コンバインわらの回収は、集草後梱包するが、通常のコンバイン排出稲わらの裁断長は５cm
程度のものが多く、ロールベーラーでのピックアップ時に半分はロスが生じることからも、耕種

農家に裁断を10～15cmと長くしてもらい回収率の向上に協力してもらっている。 
  また稲わらを回収した水田には、堆肥舎で堆積発酵させた牛糞堆肥をマニアスプレッダにて10
ａ当り１ｔを還元し、地力の維持増強に努めるとともに地域循環型農業を実施している。 

 
 
12 今後の課題 
   

・耕種農家との連携による地域に融和した畜産経営の実施。 
・ 牛糞堆肥を施用した有機米の栽培や、トラクター、マニアスプレッダ等の大型機械の有効利用、

他人に依存しない堆肥利活用と稲わら回収の安定確保等を行うため作付面積 10ha を目標にし

た稲作栽培への本格参入。 
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    ロータリーレーキによる集草          ロールベーラ－による梱包 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     梱包された稲わら            （搬出・積込は、トラクターの 

                     ロールグラブを使用） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
    軽四輪トラックによる運搬              稲わら収納庫 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   堆肥舎内の完熟堆肥  



第Ⅲ章 広島県庄原市高地区おける取り組み 
 
1 地区名  広島県庄原市高地区 
 
2 調査者  広島県農業改良普及センター畜産普及課 實藤 努 
 
3 地域の概要 
 庄原市は広島県の東北部、中国山地のほ

ぼ中央部に位置し、東西 22 km、南北 18 
km、総土地面積 243.6 k ㎡、そのうちの

73％が山林（178.18 k ㎡）、10％が耕地

（22.38 k ㎡）である。 
 標高は 200～400ｍで、年平均気温

12.3℃、最高気温 29.6℃、最低気温-2.6℃、

年平均降水量 1,493mm と、県内でも比較

的冬期冷涼地帯である。 
平成 12 年の農業従事者数は 6381 人、う

ち 65 歳以上の割合が 37％であり、県平均

41％をわずかに下回る。一戸当たりの経営

耕地面積は 92.1 a（県平均 58.6 a）で、県

内では大きいほうである。 
庄原市の大きな特徴は、早くから低コ        図 3‐ア：位置図 

スト稲作の実現、および高齢、兼業化に対応して、昭和 50 年代を中心に市内に 53 地域営農集

団が組織されたことである。地域営農集団はそれぞれ活動の強弱はあるが、庄原市の水田面積

1,996 ha の 67％に当たる 1,329 ha に関係し、庄原市の農業を担っている。 
農業粗生産額は 50 億円（県内 5 位）で、１位は米の 17.1 億円（県内５位）、2 位から５位ま

でを畜産が占め、鶏卵（県内 3 位）、生乳（県内 1 位）、肉用牛、豚の順となり、計 26.2 億円

と県内でも主要農業地帯である。     
  

4 国産稲わら確保への取組経緯 
(1) 取り組みの契機と背景 
庄原市高地区では昭和 53 年に４集落で地域営農集団が結成されたのを契機に、平成元年ま

でに 10 集団が組織された。主な活動内容は農業機械の共同利用や転作田のブロックロ－テ－

ションの実施で、水稲の低コスト生産と転作田の高度利用を進めている。また、昭和 52 年、

地域内８戸(現４戸)の酪農家で酪農協業組合が組織され、大型機械の共同利用や飼料生産施設

の共同管理により粗飼料の共同生産が行われている。 
  そのうち、高地区の地域営農集団活動を充実させ、更に活発化しようと平成 6 年高地区営農

集団連絡協議会(９地域営農集団、１酪農協業組合)が組織された。それと同時に、酪農家の糞

尿を堆肥化し地域資源として有効利用するため、平成 9 年に高堆肥センタ－利用組合が設立さ

れた。堆肥センター、ロールベーラー、ラッピングマシーンの建設、導入については、農業生
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産体制強化総合推進対策事業を利用した。また、平成 12 年には、単県事業（21 世紀農林水産

業活性化総合支援事業）を利用して、ロールベーラーとラッピングマシーンを 1セット導入し、

既存のものとあわせて 2 セット体制に整備した。さらに、平成 13 年には、堆肥舎の増築を行

っている。（昨年は、台風被害により、堆肥舎が破損したので修復を行なった。） 

現在、高地区全体で耕種農家と畜産農家の連携の仕組みを整備し、稲わらの収集・供給と堆

肥施用を行う地域循環型農業と、併せて酪農家と連携した転作田の粗飼料生産に取り組んでい

る。 
 
5 収集団体の概要 
 
(1) 代表者・事務局   

高堆肥センター利用組合 組合長 谷川 又四郎 
事務局所在地 庄原市高町 897－1 
設立 平成９年    
 

(2) 組織の構成 
     表‐５‐（2）：組織の構成 

稲わら収集組織名 高堆肥センター利用組合 
設立年月日 平成９年４月１１日 
事務局 庄原農業協同組合高支店内 

耕種農家        １４８ 戸 
肉用牛農家         １ 戸 構成員 
酪農家           ４ 戸 
肉用牛           ５ 頭 

家畜飼養頭数 
乳用牛         １７０ 頭 
トウモロコシ       ２２ ha 

飼料作物作付面積 
牧草地          １６ ha 

収集農場副産物 稲わら          ４９ ha 
ロールベーラー       ２ 台 
ラッピングマシン      ２ 台 所有機械 
トラクター（ベールグラブ付） 1 台 

稲わら保管倉庫 なし 
 
(3) 機能（決定事項） 
  毎年 4 月に開かれる総会で、堆肥センター利用組合の活動計画が決定される。各営農集団

の作付け状況が提供され、これにもとづいて、稲わら収集作業の計画を決定する。 
 ア 各地域営農集団は、計画的に作付けられた稲の生育と天候を見ながら、計画的に水稲の

収穫作業を行う。稲わらは切断せずに長いまま圃場に落としていく。 
 イ ４つの営農集団と 1農事組合法人のオペレーターと酪農協業組合４戸が高堆肥センター

利用組合の登録オペレーター（63 名）となり、コンバインによる収穫作業から１～３日後
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にあらかじめ計画された順番により、圃場に落とされた生わらを「拡散（ヘイレーキ）→ 

集草（ヘイレーキ）→ 梱包（ロールベーラ）→ ラッピング（ラッピングマシン）」を

行なう。 
 
  

            図－5－(３)：高堆肥センター利用組合の機能図 
 
(4) 経理状況 

 事務局を庄原農協高支店に置き、高堆肥センター利用組合の経理の一部として対応して

いる。堆肥の販売や稲わらの販売は、基本的に農協を経由させるので、事務的な負担がな

いようにしている。 
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(5) 営農集団との関係 
表‐５‐(5)：高堆肥センター利用組合と高地区営農集団連絡協議会との関係 

 高地区には、８地域営農集団、1 農事組合法人、１酪農協業組合が設立されているが、現在、

高堆肥センター利用組合には、４つの営農集団と 1 農事組合法人および１つの酪農協業組合で

構成されている。稲わら収集作業については、高堆肥センターに参画している集団について対

応している。 

高地区営農集団連絡協議会 265 戸 
                その他営農集団  113 戸 

 高中央営農集団                         高取営農集団 
 農事組合法人高下                 高上営農集団 
 上川西営農集団              高堆肥センター    小用営農集団  
 中川西営農集団              利用組合       折坂営農集団 
 下川西営農集団               152 戸          
 小用酪農協同組合 

 
6 収穫作業体系等 
表６‐(1)‐ア：国産稲わらの収集作業体系 

作業名 時 期 作業分担 使用機械 備 考 
稲刈り 
 

9 月上旬～ 
 10 月中旬 耕種農家 自脱型コンバイン 各営農集団で作

業 

反転・集草 9 月中旬～ 
 10 月中旬 

高堆肥センター 
利用組合 レーキ  

梱包 9 月中旬～ 
 10 月中旬 

高堆肥センター 
利用組合 

ロールベーラ 
ラッピングマシーン 

ロール径(㎝) 
100×100 

運搬 10 月中旬～ 
 12 月中旬 

高堆肥センター 
利用組合 

トラック 
グリッパ－ トラックは委託 

保管 10 月中旬～ 
 12 月下旬 

高堆肥センター 
利用組合 グリッパ－ 堆肥センターで

構内で保管 
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表６‐(1)‐イ：農地の作付けローテーションと肥培管理概要（取組み当初） 

 
取組み当初、稲わら収集作業の効率化を図るために、水稲の品種の分散を行ない、作業時期

が重複しないように計画していた。しかし、「売れる米づくり」を意識するとコシヒカリに作付

けが集中するようになり、昨年の天候も相俟って、稲わら収集作業がスムースにできなかった。 
 

7 収集面積と収量 
表‐７：収集面積と収量 

年 度 収集面積（ha） 収集量(㎏／10a) 総収集量（トン） 備考 

Ｈ13 ４８．７ ５００ ２２０  

Ｈ14 ５２．６ ５００ ３２０ 需給調整の青刈り含む

Ｈ15 ４３．０ ５００ ２２０  

Ｈ16 ４５．０ ５００ ２４０  

収集量は、１０アール当り５００キログラムとした。 
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８ 栽培管理・収穫調製コスト 
表‐８：稲わら１キログラムあたりの収集コスト 

                           （単位：円） 

項   目 金   額 備     考 

資 材 費  4.9 ラップフィルム、トワイン等 

光熱動力費  1.8 軽油代、電気代等 

農 機 具 費  3.4 修繕費、借上料等 

収

穫

調

製 
労 務 費  4.4 総労働時間 1,000 時間、1 時間：1,000 円 

合   計   14.5   

堆肥センター経費の一部について按分している。 
 
9 収集稲わらの利用状況 
表‐９：収集稲わらの利用状況 
                           単位：戸、頭、ｋｇ 

 肉用牛肥育 その他の肉用牛 搾乳牛 その他の乳牛

利用農家数     ２    5   ７  

利 用 頭 数         400   52  264  

利 用 数 量       114,000 48,600 84,000  

 
 

10 集団等構成員に対する供給条件（価格等） 
稲わら収集の取組みを開始するときに、組織を構成している地域の畜産農家と話し合いを行

なった。当初、利用促進を図る意味合いもあったので、生産原価と同程度（運賃・税込み）の

1,600 円／個・120kg とした。現在もこの価格で供給している。 
 
11 稲作農家から稲わらを収集する場合の条件 
(1) 各地域営農集団は計画的に水稲の収穫を行い、稲わらは切断せず長いまま圃場に落として

いく。 
(2) 稲わらの収集作業については、高堆肥センター利用組合に登録しているオペレーター（63

名）が、コンバインによる収穫作業から１～３日後にあらかじめ計画された順番により、圃

場に落とされた生わらを「攪拌（ヘイレーキ）→ 集草（ヘイレーキ）→ 梱包（ロールベ

ーラ）→ ラッピング（ラッピングマシン）」していく。 
(3) 稲作農家は、10 a 当たり生わら代として 4,000 円を受け取り、高堆肥センター利用組合に

わら収集代として 2,000 円を支払う。稲作農家は差し引き 2,000 円のわら代となる。 
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12 耕畜連携が成功している理由と、今後の課題等 
(1)  耕畜連携が成功している理由 

畜産農家だけ、耕種農家だけのメリットでなく、耕畜連携したことで、お互いにメリット

を認識できたことが一番の要因である。 
独自の機能集団として、地域の営農集団が結合し、小異を捨てて、大同団結することによ

り、参画している個別農家の農地が最大限効率的に活かされている。 
そこには、当然ながら、キーマンとして組織運営にあたる、組合長をはじめ、事務方とし

て活動されている、各役員の力量に拠るところが大きい。 
高地区においては、地域を守るための営農システムの核の部分を自給飼料生産が占めてい

る。この仕組みがさらに発展することが期待される。 
 

(2)  今後の課題として，国産稲わら収集事業以降の各種補助事業の動向が挙げられる。現在、

地域内 1,600 円、地域外 2,750 円（1 ロール当り、消費税込み）で販売しているが、収入は

助成金に依るところが大きく、ロールの販売だけで費用を回収することは出来ていない。助

成金の有無に関わらず、経営できる価格設定のあり方を検討する必要がある。また、利用し

ている機械等の消耗が激しく年々修繕費が増大している。 
 今後は、転作田での自給飼料、特に、飼料用稲や青刈りイネを栽培し、それを家畜に給

与し、家畜ふん尿を水田に還元するシステムの構築が必要である。当然ながら、このよう

にして生産された自給飼料が、海外で生産された粗飼料に比べて、割高であることに対す

る何らかの支援策が必要である。 
 
 
最後に、今回の原稿執筆に際して、資料提供してくださった、備北地域事務所農林局庄原支

局地域営農課 上林 良雄氏に深謝いたします。 
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庄原市高地区の取組状況―1 

① 自脱型コンバインによる稲の刈り取り ② 刈り取り後、１～３日後に集草作業 

③ ウィンドロー状に集草される ④ ロールベーラによる梱包作業 

⑤ ラップマシーンによる積み込み作業 ⑥ ラップ作業 
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庄原市高地区の取組状況―２ 

⑦ 作業を効率的にした組作業 ⑧ 次々に梱包，ラップされる 

⑨ 圃場の団地化による効率的作業 ⑩ 圃場外に集積したものを出荷 

⑪ トラックへの積み込み ⑫ 畜産農家（肥育）の利用風景 
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    （３）機能（決定事項等） 

          稲わら供給先、供給元の確保は主として組合員個人によるところが大きいが、 

        組合で作業面積の調整を行い、個人負担の軽減を図っている。 

          稲わら収集作業は組合員個人が行い、稲作農家への稲わら代金の支払いについ    

ても個人で行っている。 

     畜産農家からのロール代金の受入、補助金の受入については、組合で行い、作    

業実績に応じて組合員に還付している。 

 

    （４）団体の稲わら収集に係る経理状況 

   表－３ 

   【収入】                                               （単位：千円） 

 項目    金   額     備考 

 稲わら販売       ３，７６６  13,947ﾛｰﾙ＊270円 

 国産粗飼料増産緊急対策 

助成金 

６，２７６ ３０円／ｋｇ 

  合      計     １０，０４２  

    【支出】                                               （単位：千円） 

  項目    金   額  

 稲わら販売還付金        ９，９３２  

 組合運営費            １１０ 役員手当、総会費 

  合      計      １０，０４２  

 

  （５）畜産とのかかわり 

          組合員に畜産農家（養豚）１戸あるが、大家畜農家との直接関わりはない。 

          今後、稲わら以外の粗飼料生産についても、需要動向等把握しながら、機械の    

効率活用、堆肥の有効利用等を促進するため、飼料作物の栽培、乾草調製、販売    

等取り組む意向がある。 

 

 ６ 収集作業体系 

    表－４ 

 作業名  時期 作業分担    使用機械   備考 

反転・集草  8月下旬～ 9月上旬 

10月中旬～11月中旬 

 耕種 トラクター 

テッダー 

早期作 

普通期作 

梱包   

        〃 

 耕種 トラクター 

ロールベーラー 

 

 

運搬 

 

        〃 

 耕種 

 畜産 

軽トラック 

大型トラック他 

圃場内畦畔に積上げるま

で圃場から畜産農家まで
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７ 収集面積と収量 

    表－５ 

  年度   収集面積（ｈａ）  収 集 量(kg／10a)  総収集量（トン） 

  Ｈ１５     ４６．８       ５４６     ２５５．７ 

 

 

 ８ 稲わら収集コスト 

    表－６ 稲わら１ｋｇあたり収集コスト                           （単位：円） 

    項目     金額        備考 

  資材費 

 光熱動力費 

 農機具費 

 労働費 

      ７．５ 

      ０．２ 

      ４．４ 

      ３．３ 

トワイン、わら原料 

トラクター燃料代 

ﾄﾗｸﾀｰ、ﾛｰﾙﾍﾞｰﾗｰ減価償却費 

雇用労賃 

     １５．４  

 

 

 ９ 稲わら収集の条件 

    １）稲わらは需要に応じて、自作地以外は水稲栽培農家から買い上げる。１０ａ当たり３，

０００円。 

    ２）稲わら収集は各組合員で行い、圃場の指定された場所に積み上げる。 

        割り当てられた圃場（面積）で収集できない場合は、組合員の責任において、第三者へ

依託するなどして、収集する。 

    ３）稲わら収集にかかる諸経費は、各組合員の負担とする。 

    ４）稲わらは２次発酵防止のため、十分に乾燥させ、品質向上に努める。 

    ５）収集した稲わらは、畜産農家に速やかに引き取りしてもらうが、雨が予想される場合は

シート等で被覆し、濡れないようにする。 

    ６）畜産農家との供給契約により収集した稲わらは、国産粗飼料増産緊急対策事業の対象と

する。 

 

 

１０  販売について 

    （１）販売先 

          販売先については、事業取り組み時において、ＪＡながさき県央農業協同組合    

が積極的に推進し、肥育牛部会、繁殖牛部会の需要量等のとりまとめを行った。また、

組合員自らも市内だけでなく、近隣市町村の酪農家へも働きかけ、供給契約を締結し、

供給先を確保し販売した。 
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    表－７ 

 市内酪農家   ５戸 ２４８頭  ８３.６ｔ (5,573ﾛｰﾙ) 水田現地渡し 

市内肥育農家   ３戸  ２１５頭   ２５.１ｔ (1,673ﾛｰﾙ)     〃 

 市外酪農家   ３戸  １７０頭   ２９.１ｔ (1,940ﾛｰﾙ)     〃 

市外繁殖農家   ３戸   ８９頭   ４７.０ｔ (3,133ﾛｰﾙ)     〃 

県外肥育農家   １戸    ８０頭   ４５.７ｔ (3,047ﾛｰﾙ)     〃 

    計 １５戸 ８０２頭 ２３０.５ｔ(15,366ﾛｰﾙ)  

 

    （２）販売条件 

          稲わらの販売価格は、２７０円／１ロール（約１５ｋｇ）とする。 

          受け渡し場所は、圃場渡しとする。 

          トラックに積み込みができる畦畔までの圃場内運搬、積み上げは耕種側が行い    

圃場からのトラックへの積み込み、運搬は畜産農家側が行う。 
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稲わらの集草 

 

   コンバインで刈落とした稲 

 わらは、２～３日乾燥した後 

 直接ロールするが、雨に濡れ 

 たり、乾燥が悪いものは、こ 

 のように、テッダーレーキで 

 撹拌、乾燥、集草を行う 
 
 
 
 
 
 
 
 
ロールベーラー使用状況 

 

 

    それぞれ組合員が所有す 

   るトラクター、ロールベー 

  ラーを使用して収穫する 
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  ロール状況 

 

   １梱包、約１５ｋｇのロー 

 ルができあがる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   畦畔へのロールの集積 

 

   畦畔からトラックへの積み 

 込みができるように３段積み 

 にして集積する 

   ここまでの作業を耕種側が 

 行う 
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